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    株木建設株式会社 

    作業所名

殿 会社名 印

（注） １． ※ 印欄には次の記号を入れる。 ５． 各職種、各班別に記入すること。

職  ・・・ 職長 女  ・・・ 女子作業員 ６． 用紙不足の時はコピーして貼付のこと。

安  ・・・ 安全衛生責任者 未  ・・・ 18歳未満の男子作業員 ７．健康保険欄は、左欄に健康保険の名称(健康保険組合、協会けんぽ、建設国保、国民健康保険)、右欄に健康保険被保険者証の番号下４けた（番号が４けた以下の場合は、当該番号） を記載。

主  ・・・ 作業主任者 外技  ・・・ 外国人技能実習生 ８．年金保険欄は、年金保険の名称(厚生年金、国民年金等) を記載。各年金の受給者である場合は「受給者」と記載。

外就  ・・・ 外国人建設就労者 外特  ・・・ 特定技能外国人 ９．雇用保険欄は、右欄に被保険者番号の下４けたを記載。(日雇労働被保険者の場合は左欄に「日雇保険」と記載) 事業主である等により雇用保険の適用除外である場合には左欄に｢適用除外」

２． 経験年数は現在の仕事としての経験年数を記入する。 　　 と記載。　

３． 各社別に作成が原則ですが、リース機械等の運転者は一緒でもよい。 注）被保険者番号等は個人情報保護の観点から、本人の同意を得たうえで記載すること。

４． 資格・免許等の写しを添付すること。

（電話番号） 最 近 の 健 康診 断日 血
液
型

特殊健 康診 断日 健 康 保 険

番号

ふ り が な

※

雇 入 年 月 日 生 年 月 日

○○ 労     働     者     名     簿
平成   年   月   日

○○　○○ 株式会社○○工務店

本支店

教育・資格・免許（種類番号） 入 場 年 月 日

氏 名 経 験 年 数 年 齢 家 族 連 絡 先 (電 話番 号) 血 圧 種 類
年 金 保 険 雇 入 ・ 職

長 特別
教 育

技能講習 免 許

現 住 所

退 場 年 月 日
雇 用 保 険

（統括安全衛生責任者）

作業所長

○○作業所

（平成    29年   10月    1日  作成）
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職
・
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昭和53年6月1日 昭和35年11月11日 〇〇県〇〇市×××　　(℡△△) 平成28年9月18日

Ａ

     年   月   日

〇〇　○○ 39 年 57 歳 ◇◇県◇◇郡×××　　(℡△△) 高 116 低 79

協会・組合名 №

○○健康保険組合 ×××× 平成29年4月20日
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作業員を直接雇用する会社が作成する。
（一次の会社の名簿に二次以下の労働者は記載しないこと）

記 載 例

・年少者(15歳以上18歳未満)を使用する場合は、
「年齢証明書」を添付し、労安6-1「年少者就労許可願」
を提出し許可を得ること。

・労働基準法及び年少者労働基準規則等の規則により、
時間外労働や危険有害業務等の就労は制限される。

・年齢証明書は「住民票記載事項証明書」で充足できる。

・各作業主任者の選任にあたっては、
施工する工事の内容を十分勘案して、
技能講習修了者(一部免許あり)の中
から選任すること。
（プルダウンで選択可）
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